
鯖江広域衛生施設組合　一般会計 （単位：　円　　）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債

事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金

立木竹 その他

建物および付属設備 流動負債

建物減価償却累計額 1年内償還予定地方債

構築物 未払金

構築物減価償却累計額 未払費用

機械装置 前受金

機械装置減価償却累計額 前受収益

工具器具備品 賞与等引当金

工具器具備品減価償却累計額 預り金

車輌運搬具 その他

車輌運搬具減価償却累計額

建設仮勘定

物品 【純資産の部】

物品減価償却累計額 固定資産等形成分

無形固定資産 余剰分（不足分）

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

基金

廃棄物処理場建設改良基金

その他

その他

流動資産

現金預金

未収金

基金

財政調整基金

減債基金

棚卸資産

その他

資産合計 2,750,717,991 負債及び純資産合計 2,750,717,991

70,431,767

-

純資産合計 1,835,932,574

214,519,000

214,519,000

-

307,610,000

307,610,000

-

-

316,364,335

31,413,568

-

307,610,000

-

- 2,719,304,423

0 △ 883,371,849

0

-

47,034,907 4,307,000

41,436,405 -

23,402,221 22,749,708

17,210,125

- 負債合計 914,785,417

690,788,051 -

6,587,979,717 -

5,538,994,362 -

2,819,738,430 179,906,708

2,088,883,134 152,850,000

911,529,657 -

2,126,743,656 -

114,370,801 47,003,709

- -

2,434,353,656 734,878,709

2,126,743,656 687,875,000

【様式第１号】

貸借対照表
（平成30年3月31日現在）

科目 金額 科目 金額



（単位：円　）

経常費用 845,152,580
業務費用 834,539,435

人件費 59,427,287
職員給与費 52,243,844
賞与等引当金繰入額 4,307,000
退職手当引当金繰入額 2,477,117
その他 399,326

物件費等 770,842,307
物件費 487,251,721
維持補修費 116,294,884
減価償却費 166,931,112
その他 364,590

その他の業務費用 4,269,841
支払利息 1,000,903
徴収不能引当金繰入額
その他 3,268,938

移転費用 10,613,145
補助金等 10,591,145
社会保障給付
他会計への繰出金
その他 22,000

経常収益 168,553,491
使用料及び手数料 167,225,839
その他 1,327,652

純経常行政コスト -676,599,089
臨時損失 561,015

災害復旧事業費
資産除売却損 437,790
投資損失引当金繰入額
損失補償等引当金繰入額
その他 123,225

臨時利益 10,221,351
資産売却益 6,830,249
その他 3,391,102

純行政コスト -666,938,753

【様式第２号】

行政コスト計算書
自　平成29年4月  1日

至　平成30年3月31日

科目



（単位：円　）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 2,388,580,294 -589,169,988

純行政コスト（△） -666,938,753

財源 703,461,021

税収等 703,461,021

国県等補助金

本年度差額 36,522,268

固定資産等の変動（内部変動） 330,724,129 -330,724,129

有形固定資産等の増加 406,566,031 -406,566,031

有形固定資産等の減少 -167,368,902 167,368,902

貸付金・基金等の増加 101,527,000 -101,527,000

貸付金・基金等の減少 -10,000,000 10,000,000

資産評価差額

無償所管換等

その他

本年度純資産変動額 330,724,129 -294,201,861

本年度末純資産残高 2,719,304,423 -883,371,849

36,522,268

【様式第３号】

純資産変動計算書

自　平成29年4月  1日

至　平成30年3月31日

科目 合計

1,799,410,306

-666,938,753

703,461,021

703,461,021

36,522,268

1,835,932,574



（単位：円　）

【業務活動収支】

業務支出 669,588,739
業務費用支出 658,975,594

人件費支出 56,574,616
物件費等支出 598,131,137
支払利息支出 1,000,903
その他の支出 3,268,938

移転費用支出 10,613,145
補助金等支出 10,591,145
社会保障給付支出
他会計への繰出支出
その他の支出 22,000

業務収入 770,488,491
税収等収入 601,935,000
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入 167,225,839
その他の収入 1,327,652

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支 100,899,752
【投資活動収支】

投資活動支出 510,605,212
公共施設等整備費支出 409,078,212
基金積立金支出 660,000
投資及び出資金支出 100,867,000
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入 118,356,270
国県等補助金収入
基金取崩収入 10,000,000
貸付金元金回収収入
資産売却収入 6,830,249
その他の収入 101,526,021

投資活動収支 △ 392,248,942
【財務活動収支】

財務活動支出 61,875,000
地方債償還支出 61,875,000
その他の支出

財務活動収入 329,300,000
地方債発行収入 329,300,000
その他の収入

財務活動収支 267,425,000
△ 23,924,190

32,588,050
8,663,860

前年度末歳計外現金残高 31,088,259
本年度歳計外現金増減額 △ 8,338,551
本年度末歳計外現金残高 22,749,708
本年度末現金預金残高 31,413,568

本年度資金収支額
前年度末資金残高
本年度末資金残高

【様式第４号】

資金収支計算書
自　平成29年4月  1日

至　平成30年3月31日

科目



附属明細書 【様式第５号】

①有形固定資産の明細 （単位： 　円　）

前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)
本年度償却額

（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)

10,205,594,070 386,473,484 88,011,821 10,504,055,733 8,377,312,077 79,357,081 2,126,743,656

土地 114,370,801 114,370,801 114,370,801

立木竹

建物 2,806,764,430 12,974,000 2,819,738,430 2,088,883,134 63,979,022 730,855,296

構築物 908,603,657 2,926,000 911,529,657 690,788,051 14,541,713 220,741,606

機械装置 6,305,418,054 370,573,484 88,011,821 6,587,979,717 5,538,994,362 -2,628,887 1,048,985,355

工具器具備品 47,034,907 47,034,907 41,436,405 1,877,028 5,598,502

車輌運搬具 23,402,221 23,402,221 17,210,125 1,588,205 6,192,096

建設仮勘定

物品

 

10,205,594,070 386,473,484 88,011,821 10,504,055,733 8,377,312,077 79,357,081 2,126,743,656

②有形固定資産の行政目的別明細
（単位： 　円　）

議会総務 し尿 葬斎 塵芥 汚泥

 事業用資産 2,126,743,656 335,138,442 193,632,192 80,982,665 1,503,123,834 13,866,523

土地 114,370,801 19,877,853 94,492,948

立木竹

建物 730,855,296 295,526,483 103,338,035 20,541,997 301,310,198 10,138,583

構築物 220,741,606 38,319,611 6,709,363 6,197,202 169,456,205 59,225

機械装置 1,048,985,355 83,473,242 30,064,510 931,778,890 3,668,713

工具器具備品 5,598,502 8 111,552 4,301,102 1,185,839 1

車輌運搬具 6,192,096 1,292,340 1 4,899,754 1

建設仮勘定

物品

 

2,126,743,656 335,138,442 193,632,192 80,982,665 1,503,123,834 13,866,523

③投資及び出資金の明細
該当はありません

④基金の明細
（単位： 　円　）

22,758,927 499,370,073 522,129,000 522,129,000

財政調整基金 307,610,000 307,610,000

廃棄物処理場建設改良基金 214,519,000 214,519,000
両基金の運用は合同で実施しております。

⑤貸付金の明細
該当はありません

⑥長期延滞債権の明細
該当はありません

⑦未収金の明細
該当はありません

１．貸借対照表の内容に関する明細

　※下記以外の資産及び負債のうち、その額が資産総額の100分の5を超える科目についても作成する。

（１）資産項目の明細

種類

合計

事業用資産

区分

(参考)財産に関する
調書記載額

環境衛生

現金預金 有価証券 土地 その他 合計
(貸借対照表計上額)

合計

区分



（２）負債項目の明細

①地方債（借入先別）の明細
（単位： 　円　）

うち1年内償
還予定

うち
共同発行債

うち
住民公募債

【通常分】

一般廃棄物処理事業 806,585,000 140,152,000 806,585,000

　し尿処理施設整備事業 42,900,000 5,124,000 42,900,000

ごみ処理施設整備事業 763,685,000 135,028,000 763,685,000

【特別分】

臨時財政対策債 34,140,000 12,698,000 34,140,000

合計 840,725,000 152,850,000 840,725,000

②地方債（利率別）の明細
（単位： 　円　）

（参考）
加重平均利率

一般廃棄物処理事業 840,725,000 0.24%

③地方債（返済期間別）の明細
（単位： 　円　）

一般廃棄物処理事業 801,350,000 39,375,000

④特定の契約条項が付された地方債の概要
該当はありません

⑤引当金の明細
（単位： 　円　）

目的使用 その他

退職手当引当金 44,526,592 3,643,245 1,166,128 47,003,709

賞与等引当金 3,931,446 4,307,000 3,931,446 4,307,000

合計 48,458,038 7,950,245 5,097,574 51,310,709

市場公募債
その他

地方債残高 1.5％以下
1.5％超

2.0％以下
2.0％超

2.5％以下
2.5％超

3.0％以下
3.0％超

3.5％以下
3.5％超

4.0％以下
4.0％超

種類 地方債残高 政府資金
地方公共団

体
金融機構

市中銀行
その他の
金融機関

地方債残高 １年以内
１年超

２年以内
２年超

３年以内
３年超

４年以内
４年超

５年以内
５年超

10年以内
10年超

15年以内
15年超

20年以内
20年超

区分
前年度末残

高
本年度増加

額
本年度減少額 本年度末残

高



２．行政コスト計算書の内容に関する明細
（１）補助金等の明細

（単位：円　）
区分 名称 相手先 金額 支出目的

計
その他の補助金等 汚染負荷量賦課金 独立行政法人環境再生保全機構 239,600 公害健康被害補償法に基づく賦課金

全国都市清掃会議年会費 （社）全国都市清掃会議 92,000 会費
廃棄物処理施設積算要領研修会受講料 （社）全国都市清掃会議 5,000 受講料
三尾野出作環境施設組合負担金 三尾野出作環境施設組合 200,000 地元負担金
三尾野出作農家組合負担金 出作農家組合 200,000 地元負担金
西番農家組合負担金 西番農家組合 200,000 地元負担金
越前町横山区負担金 横山区長 200,000 地元負担金
越前平等区負担金 平等区長 200,000 地元負担金
西番町地元負担金 西番町区長 384,525 地元負担金
西番町公民館借地料負担金 西番町区長 263,777 地元負担金
非常勤職員補償負担金 福井県市町総合事務組合 16,425 補償負担金
派遣職員給与費負担金 越前町 8,530,818 派遣職員給与費負担金
会計課臨時職員賃金等負担金 鯖江市 59,000 事務負担

計 10,591,145
合計 10,591,145

他団体への公共施設等整
備補助金等(所有外資産分)



（１）財源の明細 （単位：　円　）
会計 区分 財源の内容 金額

負担金等 601,935,000
使用料および手数料
その他
負担金等 100,000,000
起債
その他 1,526,021

703,461,021
国庫支出金
都道府県等支出金

計
国庫支出金
都道府県等支出金

計

703,461,021

（２）財源情報の明細 （単位：　円　）

国県等補助金 地方債 負担金等収入 その他
純行政コスト 703,461,021 601,935,000 101,526,021
有形固定資産等の増加 406,566,031 329,300,000 77,266,031
貸付金・基金等の増加 101,527,000 100,000,979 1,526,021
その他

合計 1,211,554,052 329,300,000 701,935,979 180,318,073

合計

区分 金額
内訳

３．純資産変動計算書の内容に関する明細

一般会計

負担金収入等

経常的
負担金

資本的
負担金

小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計



４．資金収支計算書の内容に関する明細

   （1）資金の明細 （単位：円）

種類 本年度末残高
要求払預金 31,413,568

合計 31,413,568



注記 

 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

原則として取得原価により計上しています。ただし、取得原価が不明なものおよび無償で移管を受

けたものは備忘価額１円としています。 

なお、有形固定資産は主要部分と付属的・補助的部分の設備を一体として計上していますが、修繕

費支・資本的支出の判断は構成する設備ごとに行なっています。 

また、物品は、取得価額が 50万円以上の場合に計上しています。 

 

（２）有形固定資産等の減価償却の方法 

定額法により算定しています。 

 

（３）引当金の計上基準及び算定方法 

ア．賞与等引当金 

職員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額等のうち、財務諸表作成基準日におい

て発生していると認められる金額を計上しています。 

イ．退職手当引当金 

組合採用職員に対する退職手当の支給に備えるため、財務諸表作成基準日において在職する組合

採用職員が自己都合により退職するとした場合の退職手当要支給額を計上しています。 

 

（４）リース取引の処理方法 

ファイナンス・リース取引については通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

 

（５）資金収支計算書における資金の範囲 

地方自治法第 235条の４第１項に規定する歳入歳出に属する現金としています。 

 

（６）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理 ……… 税込方式によっています。 

 

 

２ 重要な後発事象 

ございませんでした。 

 

 

３ 偶発債務 

   現在ございません。 

 

 

 

 

４ 追加情報 

（１）対象とする会計 ……… 一般会計 

 

（２）現金預金は、つぎによります。 

ア.歳計現金は、地方自治法第 235 条の 5 の規定により出納整理期間が設けられているので、当会計

年度に係る出納整理期間（平成 30年４月１日～５月 31日）における現金の受払い等を終了した後

の計数をもって会計年度末の計数としています。 

イ.歳計外現金は、財務諸表作成基準日をもって会計年度末の計数としています。 

ウ. 基金借入金（繰替運用）は、当会計年度に係る出納整理期間（平成 30年４月１日～５月 31日）

における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

 

（３）各項目の金額を表示単位未満で四捨五入しているため、合計等の金額が一致しない場合があります。 

 

（４）基金借入金（繰替運用）の内容 

 期間 繰替使用額 

財政調整基金ほか 平成 29年 4月 1日～平成 29年 4月 28日 11,969,927円 

財政調整基金ほか 平成 29年 4月 28日～平成 30年 3月 31日 31,231,927円 

 

（５）地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれ

ることが見込まれる金額   ………  34,140千円（臨時財政対策債の償還残高） 

 

（７）自治法第 234条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額 

    ございませんでした。 

 

（８）純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

貸借対照表の純資産における固定資産等形成分とは、資産形成のために充当した資源の蓄積をいい、

固定資産の額に流動資産における基金および棚卸資産を加えた額を計上しています。また、余剰分（不

足分）とは、費消可能な資源の蓄積（原則として金銭）をいい、流動資産（基金および棚卸資産を除

く）から負債を控除した額を計上しています。 

 

（９）基礎的財政収支 

 業務活動収支（支払利息支出を除く。） 101,900,655円 

 投資活動収支               △392,248,942円 

基礎的財政収支       △290,348,287円 

 

（10）既存の決算情報との関連性 

地方自治法第 233条の規定に基づく決算情報に加えて、ストック情報（資産・負債）や現金支出を

伴わないコストを発生主義で認識しています。 

 



 

４ 追加情報 

（１）対象とする会計 ……… 一般会計 

 

（２）現金預金は、つぎによります。 

ア.歳計現金は、地方自治法第 235 条の 5 の規定により出納整理期間が設けられているので、当会計

年度に係る出納整理期間（平成 30年４月１日～５月 31日）における現金の受払い等を終了した後

の計数をもって会計年度末の計数としています。 

イ.歳計外現金は、財務諸表作成基準日をもって会計年度末の計数としています。 

ウ. 基金借入金（繰替運用）は、当会計年度に係る出納整理期間（平成 30年４月１日～５月 31日）

における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

 

（３）各項目の金額を表示単位未満で四捨五入しているため、合計等の金額が一致しない場合があります。 

 

（４）基金借入金（繰替運用）の内容 

 期間 繰替使用額 

財政調整基金ほか 平成 29年 4月 1日～平成 29年 4月 28日 11,969,927円 

財政調整基金ほか 平成 29年 4月 28日～平成 30年 3月 31日 31,231,927円 

 

（５）地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれ

ることが見込まれる金額   ………  34,140千円（臨時財政対策債の償還残高） 

 

（７）自治法第 234条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額 

    ございませんでした。 

 

（８）純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

貸借対照表の純資産における固定資産等形成分とは、資産形成のために充当した資源の蓄積をいい、

固定資産の額に流動資産における基金および棚卸資産を加えた額を計上しています。また、余剰分（不

足分）とは、費消可能な資源の蓄積（原則として金銭）をいい、流動資産（基金および棚卸資産を除

く）から負債を控除した額を計上しています。 

 

（９）基礎的財政収支 

 業務活動収支（支払利息支出を除く。） 101,900,655円 

 投資活動収支               △392,248,942円 

基礎的財政収支       △290,348,287円 

 

（10）既存の決算情報との関連性 

地方自治法第 233条の規定に基づく決算情報に加えて、ストック情報（資産・負債）や現金支出を

伴わないコストを発生主義で認識しています。 

 

 

（11）資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

 

資金収支計算書の業務活動収支 

減価償却費 

退職手当引当金の増減額 

賞与引当金の増減額 

固定資産除売却損益 

その他の資産・負債の増減額 

純資産変動計算書の本年度差額 

100,899,752円 

△166,931,112円 

△2,477,117円 

△375,554円 

6,392,459円 

99,013,840円 

36,522,268円 

 

（12）一時借入金の状況 

目的 金額 期間 利率 支払利息 借入先 

債権購入

資金 
100,000,000円 

平成 29年 9月 20日 

～平成 29年 9月 21日 
0.020％ 109円 鯖江市 

一時借入金の限度額は 200,000千円です。 

 

（13）その他財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

棚卸資産は、最終仕入原価法により計上しています。 
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